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●築年数別の状況 

・築年数30年以上（昭和56年以前に竣

工）の新耐震基準が導入される前に建てら

れたものが 28.9％（320 件）と最も多

く、次いで 10～14 年が 19.8％（219

件）となっています。一方、最も少ないの

は 5年未満で 39件（3.5％）となってい

ます。 

・平均築年数は21.4 年となっています。 

●総戸数 

・住宅・土地統計調査によると、分譲

マンションの位置づけである「持ち家、

共同住宅、非木造」が全住宅戸数に占

める割合は22.8％となっています。 

●１件あたりの戸数 

・分譲マンション 1 件あたりの平均

戸数は 61.0 戸となっており、戸数別

では 30～49 戸が最も多く、28.9％

（157件）となっています。 

・1件あたりの戸数が50戸未満の分

譲マンションは全体の 62.8％（341

件）を占めています。 

●階数の状況 

・階数別の状況は、5階建てのものが

最も多く、15.3％（110 件）となっ

ています。 

・平均階数は8.5 階です。 
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分譲マンションの規模の状況 

→平成 20 年住宅・土地統計調査によると、分譲マンションの位置づけである「持ち家、共

同住宅、非木造」は 42,210 戸で、全住宅戸数 185,130 戸の 22.8％を占めています。

これは平成 10 年住宅・土地統計調査（15.6％、「持ち家、共同住宅、非木造」23,810

戸、全住宅戸数152,440戸）に比べ7.2 ポイント増加しています。 

→区内の分譲マンションの 1 件あたりの平均戸数は 61.0 戸となっており、平成 14 年度調

査（49.2 戸）より 11.8 戸増加しています。これは、平成18年から平成21年の間に規

模の大きな分譲マンションが建設されたことが影響しています。 

→階数別の状況は、5階建てのものが最も多く、15.3％（110件）となっています。 

→1 件あたりの平均敷地面積は約 1,050 ㎡で、平成 14 年度調査（872.3 ㎡）より若干広

くなっています。敷地面積別の敷地数割合は、500㎡未満が全体の44.0％（374件）と

最も多い状況です。 

5階建ての分譲マンションが最も多い。
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( )内は件数

昭和 56 年以前に竣工した、新耐震

基準導入前の分譲マンション 

分譲マンションの築年数別の状況 

1 件あたりの戸数の状況 
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●平均敷地面積 

・敷地面積別の敷地数割合は、500 ㎡

未満が全体の 44.0％（374 件）と最

も多い状況です。 

・区内の分譲マンションの敷地面積は、

全国平均と比較すると 1,000 ㎡未満の

割合が非常に大きい状況です。 

・平均敷地面積（1,049.7 ㎡）は、全

国平均の 5 分の 1 以下となっています。 

●居住世帯数と世帯主の状況 

・分譲マンションの世帯数は、53,898 世帯*で、

区世帯数(193,645 世帯*)の 27.8％を占めてお

り、平成 14 年度調査時点（35,522 世帯、

21.6％）から6.2 ポイント増加しています。 

・世帯主の年齢別の割合では、40～49 歳が最

も多く 22.7％（12,227 世帯）となっており、

次いで 30～39 歳が 22.4％（12,074 世帯）

となっています。 

●居住者の状況

・分譲マンション居住者数は 103,556 人*で、

区の人口(353,326 人*)の 29.3％を占めていま

す。 

・分譲マンション居住者の年齢層は、30～39

歳が最も多く 20.1％（20,834 人）であり、次

いで 40～49 歳が 18.7％（19,332 人）とな

っています。 

分譲マンション居住者の状況 

→分譲マンションの居住世帯数および居住者数は、平成 14 年度調査時点から 18,376 世

帯、31,787人増加しています。 

→区の人口に対する分譲マンション居住人口の割合（29.3％）は、平成 14 年度調査

(22.4％)から 6.9 ポイント増加しています。 

→世帯主の年齢構成は、平成 14 年度調査から大きな変化は見られません。居住者の年齢

は、14歳以下の年少人口および65歳以上の老年人口の割合がそれぞれ増えています。 

→分譲マンションの平均世帯人員は、平成 14 年度調査に比べ 0.1 人減少しており、1 人世

帯が3.1 ポイント（9,969世帯）増加しています。 
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1,000～2,000㎡
未満, 17.9%

5,000㎡以上,
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(　)内は件数

敷地面積の状況 
*不詳を除く 

30～39歳
22.4%

40～49歳
22.7%

50～59歳
15.3%

60～64歳
9.5%

65歳以上
20.1%

29歳以下
10.0%

( )内は世帯数

(5,402)

(12,074)

(12,227）
(8,223)

(5,114)

(10,858）

世帯主の年齢割合(平成 23 年） 

30～40 代

の世帯主が

半数近くを

占めていま

す。 

14歳以下
12.3%

60～64歳
7.5%

50～59歳
12.3%

40～49歳
18.7%

30～39歳
20.1%

20～29歳
11.3%

15～19歳
2.9%

65歳以上
14.9%

( )内は人数

(15,438)
(12,786)

(20,834）

(3,041)

(7,737)
(11,676）

(19,332）

(12,712）

居住者の年齢割合(平成 23 年） 

*区の人口は平成 23 年 10 月 1 日現在、分譲マンション居

住者数は平成23年9月30日現在(以下同様) 

*区の世帯数は平成 23 年 10 月 1 日現在、分譲マンション

の世帯数は平成23年9月30日現在(以下同様) 
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5,000～10,000㎡未満 10,000～20,000㎡未満
20,000㎡以上

外円：品川区
内円：全国

※全国平均は、国土交通省

の平成 20 年度マンショ

ン総合調査結果より 

敷地面積 500

㎡未満が 4 割を

占めています。 
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●世帯構成と世帯人員 

・分譲マンション居住世帯は、1 人世帯が最も多く

48.3％（26,013 世帯）で、分譲マンション居住世

帯の50％近くを占めています。 

・分譲マンション居住者の平均世帯人員は 1.92 人

（区全域は1.82人）となっています。 

●賃貸化率 

・賃貸化率（当初分譲された住戸が、現

在、賃貸住宅となっている割合）は、

21.6 ％ （ 分 譲 当初 の 住 宅 総 戸 数

13,699戸のうち2,956戸）です。 

・賃貸化した住戸が無い分譲マンション

は 9.9％（16 件）であり、住戸の 20

～50％を賃貸化した分譲マンションが

30.2％（49 件）と最も多くなってい

ます。 

●空室率 

・回答のあった 118 件のうち、空室の

ある分譲マンションは 58.5％（69

件）ですが、その半分以上（38 件）が

空室率（空室のある分譲マンションでは、

戸数に占める空室の割合）が5％未満と

なっています。平成14年度調査時に空

室があると回答した分譲マンションは

17.2％（68件）でした。 

・空室率 20％以上の分譲マンションも

1.7％（2件）あります。 

1人
48.3%

5人以上
1.9%4人

9.6%

3人
15.1%

2人
25.1%

( )内は世帯数

(1,004)

(26,013)

(13,524）

(8,149)

(5,208）

分譲された住宅の現在の状況(賃貸化・空室化・他用途への転用) ～アンケート結果より～ 

→区内の分譲マンションの賃貸化率は21.6％となっています。 

→58.5％の分譲マンションで空室があります。 

→66.7％の分譲マンションで店舗や事務所への転用が行われています。 

→当初分譲された住宅が店舗や事務所へ転用されたり、空室となることは、分譲マンション

の維持管理意識の低下や、大規模修繕等への所有者の合意形成への阻害要因となる恐れが

あります。 

世帯構成の割合(平成 23 年） 

1 人世帯が最も多

い状況です。 

9.9%

6.2%

23.5%22.8%

7.4%

30.2%

0.0%

5.0%
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15.0%

20.0%

25.0%

30.0%
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無し 5%未満 5～10%未満 10～20%未満 20～50%未満 50％以上

(16)

(37)
(38)

(10) (12)

(49)

分譲住宅の賃貸化率の状況 

1.7%

41.5%

32.2%

16.1%

8.5%
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5.0%

10.0%

15.0%
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45.0%

無し 5%未満 5～10%未満 10～20%未満 20～30%未満

(49)

(10)

(38)

(2)

(19)

空室率の状況 

分譲戸数の 2～3 割が賃貸住

宅になっている分譲マンショ

ンが多くあります。 

空室は、戸数の 5％未満とい

う分譲マンションが多く、全

体の3割程度です。 
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●1戸あたり年平均修繕積立金 

・1戸あたり年平均修繕積立金額は

124,077 円(月額約 10,300 円)

となっています。 

・金額階層別では、5万以上 10万

円未満が 27.5％（50 件）で最も

多く、次いで10万円以上 15万円

未満が 26.9％（49 件）となって

います。 

5万円未満, 14.3%

15万円以上20万円未満,
18.7%

20万円以上25万円未満,
4.9%

30万円以上, 7.7%

10万円以上15万円未満,
26.9%

5万円以上10万円未満,
27.5%

(9)

(34)

(14)

(49)

(26)

(50)

( )内は、回答件数

管理組合の設立状況 ～アンケート結果より～ 

→回答のあった分譲マンションでは 94.5％と大半で

管理組合が設立されていますが、管理組合が設立さ

れていない分譲マンションも 6 件あり、適切な維

持管理のため設立が望まれます。 

修繕積立金 ～アンケート結果より～ 

→修繕積立金額が、1 戸あたり年間 5 万円未満（月あたり 5,000 円以下）と回答する分譲

マンションが 14.3％を占め、長期的、大規模な修繕等への備えとして脆弱である可能性

があり、計画的修繕に対応した金額設定が必要となっています。（国土交通省の指針によ

ると、修繕積立金の目安は 1 ヶ月あたり約 200 円/㎡であり、品川区の 1 戸あたりの平

均専有面積81.42㎡では約1万6千円/月となります。） 

→修繕積立金の見込み額に対する貯蓄状況は、「見込み額を、概ね調達できる」とする分譲

マンションが 69.8％を占める一方、「半分程度は調達できる」および「かなり不足する

状況」を合わせた17.0％では見込み額を下回る状況であり、今後の改善が望まれます。 

→修繕積立金については、計画的な修繕計画に基づき必要に応じて徴収額の見直し等を行っ

ていく必要があります。 

長期修繕計画 ～アンケート結果より～ 

→長期修繕計画は、「作成している」分譲マンションが 82.6％を占めています。一方、計

画を作成していない分譲マンションも 14.0％あり、このうちの 30.3％は作成予定もない

状況であるため、早急な長期修繕計画の作成が望まれます。 

→作成にあたっては、修繕積立金が見込みを下回る分譲マンションもあることから、大規模

修繕工事を行う場合に必要な資金が確保できるかどうか、計画と資金のバランスを見極め

る必要があります。 

→既に作成している分譲マンションについても、作成している計画が実情に即したものであ

るか、定期的に検証を行っていく必要があります。 

ない, 2.5%

無回答,
3.0%

ある,
94.5%

(222)

(7)(6)

( )内は、回答件数

管理組合の設立状況 

1 戸あたり年平均修繕積立金額の状況 

管理組合のない分

譲マンションが一

部であります。 
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●長期修繕計画の作成状況 

・長期修繕計画については、作成している分譲マンションが

82.6％（194 件）を占め、平成 14 年度調査（64.6％）

と比べ18ポイント増加しています。 

・作成していない 14.0％（33 件）のうち、42.4％（14

件）は今後作成する予定があり、「作成している」を合わせ

ると 88.5％（208 件）の分譲マンションで長期修繕計画

が作成される見込みとなります。一方、「作成していない」

のうち 30.3％（10 件）は今後作成する予定がない状況で

す。 

●長期修繕計画を作成していない理由 

・長期修繕計画を作成していないと回

答した33件のうち、未作成の理由と

しては「もともと作成されていないか

ら」との回答が最も多く、39.4％

（13件）となっています。 

・「その他」の回答としては、「作成

に予算がかかる」、「修繕済み」、

「計画中」等がありました。 

●所有関係別戸数 

・区内の住宅について所有関係別に見ると、持ち家が

45.5％（76,430 戸）で最も多くを占めており、次いで民

営借家が43.7％（73,570戸）となっています。 

作成している,
82.6%

わからない,
2.5%

無回答, 0.9%
作成していな
い, 14.0%

(33)

(194)

(2)

(6)

長期修繕計画の作成状況 

39.4%

12.1%
9.1%

18.2%

33.3%

12.1%

3.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

1 2 3 4 5 そ

の
他

無

回

答

(4)

(13)

も

と

も

と

作

成

さ

れ

て

い

な

い

か

ら

(11)

作

成

し

よ

う

と

い

う

者

が

少

な

い

か

ら

作

成

の

方

法

が

よ

く

分

か

ら

な

い

か

ら

専

門

の

知

識

を

持

つ

人

が

い

な

い

か

ら

ま

だ

新

し

い

マ

ン

シ

ョ

ン

だ

か

ら

(3)

(6)

(1) (4)

長期修繕計画未作成の理由の状況(複数回答) 

計画を作成していな

いマンションが 1 割

以上あります。 

長期修繕計画が作成されていない理由は、

「もともと作成されていないから」が最も

多い状況です。 

3.区内の住宅の実態 

公営等*の借
家, 9,090戸

民営借家,
73,570戸

給与住宅,
9,030戸

持ち家,
76,430戸

45.5%

5.4%

43.7%

5.4%

●住宅の所有、建て方等から見た特性 

→近年の分譲マンションの増加を反映し、持ち家の割合は増加傾向にあり、平成 20 年の住

宅・土地統計調査で初めて民営借家の割合を上回りました。 

→また、共同住宅の割合は増加傾向にあり、5 年ごとの住宅・土地統計調査による共同住宅

の戸数は、平成5年以降連続して毎回10%以上増加しています。 

→これらのことから、これまで以上に分譲マンションの適正な維持管理が重要になってきま

す。 

給与住宅：社宅，公務員住宅などのように，会社，団体，官

公庁などが所有又は管理して，その職員を職務の都合上又

は給与の一部として居住させている住宅 

公営等：公営住宅、独立行政法人都市再生機構、賃貸住宅、

公社住宅 所有関係別の戸数(平成 20 年) 
資料：住宅・土地統計調査 

公営等＊の借家
9,090 戸
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●建て方別に見た戸数(割合)の推移 

・建て方別戸数では、共同住宅が最も多く

（144,950 戸）、戸数全体（185,130 戸）の

78.3%を占めています。共同住宅は年々増加す

る傾向であり、平成 15 年から平成 20 年の 5

年間では約 17,000 戸増加しました。一方、一

戸建ての戸数はほぼ横ばい傾向です。 

●空き家の状況と推移 

・区内の空き家率は 11.7%で、24,890 戸が空

き家となっており、その 80％は非木造の長屋

建・共同住宅です。 

・宅建業者へのヒアリングによると、老朽化した

物件や、現況のニーズに対応していない間取りの

賃貸物件が空き家の実態とみられています。 

●住宅の耐震化の現状 

・品川区耐震改修促進計画によると、区内の住宅（57,032 棟：平成 19 年 9 月）のうち、

耐震性がある住宅の割合は62.3%（35,525棟）です。 

・建物の構造別の耐震性がある住宅の割合は、木造住宅で 54.4%（21,272 棟）、非木造住

宅(戸建て、長屋等)で 66.4%（5,847 棟）、マンション(非木造共同住宅)で 92.1%

（8,406棟）となっており、木造住宅の耐震化が課題です。 

・分譲マンションへのアンケート結果では、旧耐震基準が適用されていた昭和55年以前の建

物で、耐震診断済みと回答したマンションは 18.3％、耐震改修については 8.5％にとどまっ

ています。 

●空き家の状況と推移 

→近年共同住宅は急激に増加しており、長期的に人口減少が予想される中、空き家はますま

す増加することが予想され、対策が求められます。 

170,910
189,140

213,050

24,89020,41017,110

11.7%

10.8%

10.0%

0

25,000

50,000

75,000

100,000

125,000

150,000

175,000

200,000

225,000

平成10年 平成15年 平成20年

戸数(戸)

9.0%

9.5%

10.0%

10.5%

11.0%

11.5%

12.0%

空き家率(%)

住宅総数 空き家数 空き家率

●耐震診断の状況 

→耐震診断を促進するとともに、大規模地震が発生した際に建物が倒壊しないよう、耐震化

を促進することが求められます。特に、昭和 56 年 5 月 31 日以前の、新耐震基準が導入

される前に建築された住宅については、早急に耐震改修や建替えの検討が必要です。 

→木造住宅密集地域が広がる荏原地区では、一戸建ての割合が 5 地区中で最も高く密集度が

高いため、建物倒壊による道路閉塞や延焼の防止等、防災性の向上が特に求められます。 

33,060

37,340

35,320

35,120

34,420

36,360

35,600

3,420

2,050

2,660

3,780

2,660

4,170

4,200 82,600

85,130

97,600

101,950

113,910

127,640

144,950

1,200

1,480

1,520

1,740

1,460

480

1,440

0 50,000 100,000 150,000 200,000

平成20年

平成15年

平成10年

平成5年

昭和63年

昭和58年

昭和53年

(戸)

一戸建 長屋建 共同住宅 その他

合計185,130戸

合計165,290戸

合計
152,450戸

合計140,530戸

合計138,140戸

合計128,120戸

合計123,600戸

(28.8%) (3.4%) (66.8%) (1.0%)

(29.1%) (3.3%) (66.4%) (1.2%)

(26.3%) (1.9%) (70.7%) (1.1%)

(23.5%) (2.7%) (72.5%) (1.3%)

(22.6%) (1.7%) (74.7%) (1.0%)

(21.2%) (1.2%) (77.2%)
(0.4%)

(19.1%) (1.8%) (78.3%) (0.8%)

建て方別に見た戸数(割合)の推移 
資料：住宅・土地統計調査 

共同住宅の戸数が大

きく伸びています。 

空き家の推移 
資料：住宅・土地統計調査 

空き家が年々増加

しています。 
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●区内の公的住宅の状況 

・公的住宅は区全体で9,820戸となっています。 

・区内では、低所得者向けの区営住宅・都営住宅や中堅所得ファミリー層向けの区民住宅・都

民住宅、高齢者住宅など多様な世帯向けの公的住宅の供給が進められてきました。 

・区営住宅は、主に昭和 50 年代までに、区民住宅は、平成 4 年以降に建設を進めました。

平成 16 年には、総戸数 498 戸の品川区としては最も規模の大きな区民住宅（ファミーユ西

五反田西館・東館）を建設しました。 

●公的住宅に係わる品川区の施策 

区営住宅 

・劣化診断等の調査により耐震補強が必要と診断された住宅 7 棟について、平成 22 年度

以降、補強計画に合わせた耐震補強が進められています。また、16 棟中、西大井六丁目第

三区営住宅を除く15棟が昭和 56年以前に建設され、築後30年を経過していることから、

建替えについても検討していく必要があります。 

区民住宅 

・区民住宅供給の目的が一定程度達成されたことから、今後は既存ストックの適正な維持･

管理により長寿命化を図るため、長寿命化計画を策定しています。 

高齢者住宅 

・平成24年 6月に都営大井林町アパート跡に高齢者住宅を開設します。 

・ひとり暮らし高齢者や高齢世帯の増加を見据え、バリアフリーや見守り機能を充実した新

高齢者住宅を整備します。 

その他 

・西中延区営住宅は、特別養護老人ホームおよびシルバーセンターが併設された住宅として

現在建替えを進めています。 

4.公的住宅の状況 

木造住宅
(戸建て、長屋、アパート等)

39,100棟

耐震化あり
21,272棟
(6,236)
54.4%

耐震化なし
17,828棟
45.6%

耐震化率
54.4%

[ 区全域 ]

57,032棟

耐震化率 62.3%

耐震化あり
35,525棟
(8,925)
62.3%

耐震化なし
21,507棟
37.7%

非木造住宅
(戸建て、長屋等)

8,804棟
耐震化あり
5,847棟
(403)
66.4%

耐震化なし
2,957棟
33.6% 耐震化率

66.4%

マンション
(非木造共同住宅等)

9,128棟 耐震化あり
8,406棟
(2,286)
92.1%

耐震化なし
722棟
7.9%

耐震化率
92.1%

住宅の耐震化の現状(平成 19 年 9 月) 
資料：品川区耐震改修促進計画 

木造住宅の耐震化

が課題です。 

*グラフ内の( )内の数字は昭和56年以前に建

築されたもののうち、国が示す推計方法に

より算出した新基準を満たすとされる棟数 


